
東京都目黒区上目黒一丁目２１番１２号

　取 締 役 社 長  　

（ 平成２７年２月２８日現 在 ）

資         産         の         部 負         債         の         部

科             目 金         額 科             目 金         額

 流   動   資   産  187,908  流   動   負   債  80,880

現 金 及 び 預 金  2,408 買 掛 金 24,114

売 掛 金 61,658 リ ー ス 債 務  1,419

商 品  11,190 未 払 金  25,966

貯 蔵 品 1,246 未 払 法 人 税 等 2,547

前 払 費 用 1,808 未 払 費 用 22,532

未 収 入 金 1,106 預 り 金 999

預 け 金 107,397 賞 与 引 当 金 3,300

その他の流動資産  1,092

 固   定   資   産 28,773  固   定   負   債  66,074

   有 形 固 定 資 産  17,682 リ ー ス 債 務  2,365

建 物  6,422 退 職 給 付 引 当 金 63,708

機 械 及 び 装 置 578 146,954

器 具 及 び 備 品 7,177

リ ー ス 資 産  3,504

   無 形 固 定 資 産 9,393  株　　主　　資　　本  69,727

ソ フ ト ウ エ ア  7,103 資 本 金  50,000

施 設 利 用 権  2,290 利 益 剰 余 金  19,727

 1,696 その他利益剰余金 19,727

出 資 金 80 別 途 積 立 金 45,000

長 期 前 払 費 用 116 繰越利益剰余金 △ 25,272

差 入 敷 金 保 証 金  1,500 69,727

 216,681  216,681

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資     産     合     計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

 負     債     合     計

 貸    借    対    照    表

  純　 資 　産 　合　 計

純 資 産 の 部

株 式 会 社 東 光 フ ロ ー ラ
神　木　良　和

（単位：千円)

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 

投資その他の資産 



（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）

１.資産の評価基準および評価方法
たな卸資産の評価基準および評価方法

　 　(収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

２. 固定資産の減価償却の方法

定率法を採用しております。

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有する固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

債権の貸倒に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

従業員等に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定
しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(9年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしており
ます。

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（ 会計方針の変更 ）

退職給付に係る会計基準等
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日）及び「退職給付に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年5月17日）が平成25年4月1日以後開始
する事業年度の期首から適用できることになったことに伴い、当事業年度よりこれらの会計基準等を
適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務
期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映
した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　この変更による、当事業年度の損益に与える影響はありません。

（ 当期純損益金額に関する注記 ）

当期純利益 ２３７千円

最 終 仕 入 原 価 法

有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

貯 蔵 品

 個　　別　　注　　記　　表 

評 価 基 準 原 価 法

評 価 方 法 商 品

リ ー ス 資 産

最 終 仕 入 原 価 法


